経済第41号様式の２（第３条の２第１項）
 　 年 度 電 源 立 地 地 域 対 策 補 助 金 交 付 申 請 書
　　年　　月　　日　
　北海道知事　　　　　　　　　　様
                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　住　　　所
                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付申請者の名称及びその長の氏名　　　　　　印
　北海道電源立地地域対策交付金等交付要綱第４条第１項の規定に基づき、上記補助金の交付について、別紙のとおり申請します。
  (注)用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
別　紙
電　源　立　地　地　域　対　策　補　助　金　交　付　事　業
  １．補助金事業名
  ２．補助金事業の事業主体
  ３．補助金事業に要する経費（明細は別表のとおり）                      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
  ４．補助対象経費                                                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
  ５．補助を受けようとする額 (  文部科学省分　 として)                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
                                経済産業省分
  ６．補助金事業の開始及び完了予定日            　　　　　　　　　　　　　　　　　　開　始　日　　　　　　　年　　月　　日
                                                　　　　　　　　　　　　　　　　　　完了予定日  　　　　　　年　　月　　日
  (注)　(1)仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
           「交付金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝交付金額」
        (2)用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
別　表
Ⅰ．総　括　表
　１　給付金事業助成費
    (1) 原子力立地給付金助成費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	収　　　　　　　　　　入
	支　　　　　　　　　　出

	  補　助　金
	
	 １．原子力立地給付金
 ２．原子力立地給付金交付事業を行う者の
     一般事務費
	

	合　　　　　　　　計
	
	合　　　　　　　　計
	


Ⅱ．支出内訳等
  １　給付金事業助成費
    (1) 原子力立地給付金助成費
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象市町村名
	原子力発電施設等名
(出力万kw)
	区　　分
	金　　　　　　額
	備　　　　　考

	
	
	電 灯 需 要 家
	
	

	
	
	電 力 需 要 家
	
	

	
	
	原子力立地給付金計
	
	

	
	事　務　費　等
	
	

	
	合　　　計
	
	


  (注) (1) 文部科学省の交付金及び経済産業省の交付金の両方を申請する場合は、それぞれの交付金についてその内訳を明記すること。
       (2) 対象市町村が２つ以上ある場合は必要に応じ欄を設けること。
       (3) 該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
  　　(2) 一般事務費
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	種　　　　　　　別
	仕　　　様
	数　量
	単　価
	金　　　　額
	補助金充当額
	備　 考

	補助対象経費
	
	
	
	
	
	
	

	そ　 の 　他
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	


  (注)　(1) 文部科学省の交付金及び経済産業省の交付金の両方を申請する場合は、それぞれの交付金についてその内訳を明記すること。
        (2) 該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
経済第42号様式の２（第３条の２第２項）
 　 年 度 電 源 立 地 地 域 対 策 補 助 金 事 業 計 画 書
１．交付金事業計画
  (1) 措 置 名 ：
    ①　原子力立地給付金助成費
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象市町村名
	原子力発電施設等名
(出力万kw)
	項　　　　　　目
	計　 画　 額
	備　　　　　考

	
	
	電灯需要家
	　数
　金　　　　　額
　合　計　金　額
	　　　　　　　　　
	

	
	
	電力需要家
	　契約電力をキロ
　ワットを単位と
　して表した数
　金　　　　　額
　合　計　金　額
	    
	

	
	
	原子力立地給付金交付金額
	
	

	
	事　　務　　費　　等
	
	

	原子力立地給付金交付金額合計
	
	


  (注) (1) 文部科学省の交付金及び経済産業省の交付金の両方を申請する場合は、それぞれの交付金についてその内容を明記すること。
       (2) 対象市町村が２つ以上ある場合は必要に応じ欄を設けること。
経済第7号様式
補 助 金 等 交 付 申 請 額 算 出 調 書
	区　　　　分
	補助事業等に要する経費
	補助対象経費
	補助基準により
算 出 し た 額
	補 助 基 本 額
	補助率
	補　助　金　等
交 付 申 請 額
	備考

	
	単価
	数量
	金　　　　額
	
	
	
	
	
	

	
	円
	
	円
	円
	円
	円
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　１　「区分」欄には、事務又は事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきこととされている事項）を記載すること。
    ２　「補助事業等に要する経費」欄には、当該補助事業等に係る経費の総額を記載するものとし、「単価」、「数量」欄が不用のときは斜線で抹消すること。
    ３　「補助対象経費」欄には、当該補助事業等のうち、補助の対象となる部分に架かる経費の額を記載すること。
    ４　「補助基準により算出した額」欄には、補助基準（額）が定められているときはその基準により算出した額を記載し、補助基準が定められていないときは
　　　斜線で抹消すること。
    ５　「補助基本額」欄には、当該補助金等の算出の基礎となるべき額を記載すること。
    ６　定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。
経済第9号様式
補 助 金 事 業 に 要 す る 経 費 等 の 算 出 内 訳 書
	補 助 金 等 事 業 に 要 す る 経 費
	補 助 基 準 に よ り 算 出 し た 額

	区　　　　分
	算　　出　　基　　礎
	金　　　　　額
	区　　　　分
	算　　出　　基　　礎
	金　　　　　額

	
	
	円
	
	
	円

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　計
	
	合　　　　　　　計
	


経済第11号様式
事　　　業　　　予　　　算　　　書
　補助金事業名：
    収 入 の 部
	科　　　　　　　　　　目
	金　　　　　　　額
	備　　　　　　　　考

	款
	項
	目
	節
	
	

	
	
	
	
	　　　　　　　　　　　　　円
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　支 出 の 部
	科　　　　　　　　　　目
	金　　　　　　　額
	備　　　　　　　　考

	款
	項
	目
	節
	
	

	
	
	
	
	　　　　　　　　　　　　　円
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　上記のとおり議決されていることを証明します。
      　　　　年　　月　　日
                                                                            　　　　　○○市（町村）長　（氏　　　　　　　　名）　印
注　１　この様式には、当該補助金事業等に係る予算のみを記載すること。
    ２　当該交付金事業等に係る予算が議決されていない場合は、この様式中「上記のとおり議決されていることを証明します。」を「上記のとおり予算案を提出
　することを確約します。」に改めて使用すること。
    ３　交付金事業者等が市町村である場合は「収入の部」には当該交付金事業等に係る特定財源（道費補助金、国庫補助金、地方債等）のみ記載すること。
    ４　「科目」欄の区分は、標準を示したものであるので交付金事業者等における通常の予算区分がこれと異なるときは、その区分に従い記載して差し支えない。
    ５　市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長（氏名）印」を訂正して使用すること。
    ６　「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎その他必要な事項を記載すること。

別記第１２号様式（第６条関係）
 　 年 度 電 源 立 地 地 域 対 策 補 助 金 事 業 の 変 更 承 認 申 請 書
　　年　　月　　日　
　北海道知事　　　　　　　　　　様
                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　住　　　所
                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付申請者の名称及びその長の氏名　　　　　　印
　　　　年　月　日付け　　第　　号指令をもって交付決定のあった　　　　年度電源立地地域対策補助金事業について、別紙のとおり変更したいので、北海道電源立地地域対策交付金等交付要綱第６条第１項第３号の規定により承認されるよう申請します。
  (注) 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
別　紙
電　源　立　地　地　域　対　策　補　助　金　交　付　事　業　（変　更）
  １．補助金事業名
  ２．補助金事業の事業主体
  ３．補助金事業に要する経費（明細は別表のとおり）                      （変更前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（変更後）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
  ４．補助対象経費                                                      （変更前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（変更後）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
  ５．補助を受けようとする額 (  文部科学省分　 として)                  （変更前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
                                経済産業省分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（変更後）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
  ６．補助金事業の開始及び完了予定日            　　　　　　　　　　　　（変更前）　開　始　日　　　　　　　年　　月　　日
                                                　　　　　　　　　　　　　　　　　　完了予定日  　　　　　　年　　月　　日
                                                                        （変更後）　開　始　日　　　　　　　年　　月　　日
                                                　　　　　　　　　　　　　　　　　　完了予定日  　　　　　　年　　月　　日
  ７．変更を必要とする理由
  (注)　(1) 仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
            「交付金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝交付金額」
　　　　(2) 金額の変更がある場合は、変更後の金額について算出根拠等の変更後の金額が適正であることを証する資料を添付すること。
        (3) 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
別　表
Ⅰ．総　括　表
　１　給付金事業助成費
    (1) 原子力立地給付金助成費
　（変　更　前）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	収　　　　　　　　　　入
	支　　　　　　　　　　出

	  補　助　金
	
	 １．原子力立地給付金
 ２．原子力立地給付金交付事業を行う者の
     一般事務費
	

	合　　　　　　　　計
	
	合　　　　　　　　計
	


　（変　更　後）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	収　　　　　　　　　　入
	支　　　　　　　　　　出

	  補　助　金
	
	 １．原子力立地給付金
 ２．原子力立地給付金交付事業を行う者の
     一般事務費
	

	合　　　　　　　　計
	
	合　　　　　　　　計
	


Ⅱ．支出内訳等
　１．給付金事業助成費
    (1) 原子力立地給付金助成費
  （変　更　前）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象市町村名
	原子力発電施設等名
(出力万kw)
	区　　　分
	金　　　　　　額
	備　　　　　考

	
	
	電 灯 需 要 家
	
	

	
	
	電 力 需 要 家
	
	

	
	
	原子力立地給付金計
	
	

	
	事　務　費　等
	
	

	
	合　　　計
	
	


  （変　更　後）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象市町村名
	原子力発電施設等名
(出力万kw)
	区　　　分
	金　　　　　　額
	備　　　　　考

	
	
	電 灯 需 要 家
	
	

	
	
	電 力 需 要 家
	
	

	
	
	原子力立地給付金計
	
	

	
	事　務　費　等
	
	

	
	合　　　計
	
	


  (注) (1) 文部科学省の交付金及び経済産業省の交付金の両方を申請する場合は、それぞれの交付金についてその内訳を明記すること。
       (2) 対象市町村が２つ以上ある場合は、必要に応じ欄を設けること。
       (3) 該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
    (2) 一般事務費
  （変　更　前）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	種　　　　　　　別
	仕　　　様
	数　量
	単　価
	金　　　　額
	交付金充当額
	備　 考

	交付対象経費
	
	
	
	
	
	
	

	そ　 の 　他
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	


  （変　更　後）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	種　　　　　　　別
	仕　　　様
	数　量
	単　価
	金　　　　額
	交付金充当額
	備　 考

	交付対象経費
	
	
	
	
	
	
	

	そ　 の 　他
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	


  (注)　(1) 文部科学省の交付金及び経済産業省の交付金の両方を申請する場合は、それぞれの交付金についてその内訳を明記すること。
        (2) 該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
別記第１３号様式（第６条関係）
 　 年 度 電 源 立 地 地 域 対 策 補　助 金 事 業 の 遅 延 等 報 告 書
　　年　　月　　日　
　北海道知事　　　　　　　　　　様
                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　住　　　所
                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付申請者の名称及びその長の氏名　　　　　　印
　　　　年　月　日付け　　第　　号指令をもって交付決定のあった上記事業の遅延等の状況について、北海道電源立地地域対策交付金等交付要綱第６条第１項第４号の規定により別紙のとおり報告します。
別紙１
  １．補助金事業名
  ２．補助金事業の事業主体
  ３．補助金事業の実施期間         　　（変更前）　開　始　日　　　　　　　年　　月　　日
                                   　　　　　　　　完了予定日  　　　　　　年　　月　　日
                                       （変更後）　開　始　日　　　　　　　年　　月　　日
                                   　　　　　　　　完了予定日  　　　　　　年　　月　　日
　４．遅延等の理由
  ５．補助金事業の交付状況（別紙２）
　６．工程表（変更前と変更後の工程の差異が判断できるよう、色・線種等で区別して記載すること）
  (注) 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
別紙２
交付金事業の交付状況
	費　　　　目
	補助金事業に要する経費
(円)
	補 助 対 象 事 業 費
(円)
	補　　助　  金　  の 　 額
(円)

	
	本　年　度
予　定　額
	翌　年　度
繰越予定額
	計
	本　年　度
予　定　額
	翌　年　度
繰越予定額
	計
	本　年　度
受領済額
	本　年　度
受領予定額
	翌　年　度
繰越予定額
	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  (注) 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
別記第１４号様式（第８条関係）
 　 年 度 電 源 立 地 地 域 対 策 補 助 金 交 付 申 請 取 下 届 出 書
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　北海道知事　　　　　　　　　　様
                                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
                                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付申請者の名称及びその長の氏名　　　　　　印
  　　　年　月　日付け　　第　　号指令をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策補助金の交付の申請は、別紙の理由により取り下げたいので、北海道電源立地地域対策交付金等交付要綱第８条第１項の規定により届け出ます。
  (注) 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
別　紙
１．補助金事業名
２．補助金事業の事業主体
３．補助金事業の交付の申請を取り下げる理由
  (注) 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
別記第１５号様式（第１０条関係）
 　 年 度 電 源 立 地 地 域 対 策 補 助 金 概 算 払 申 請 書
                                                                                                            　　　　　　　　年　　月　　日
　北海道知事　　　　　　　　様
                                                                              　　　　　　住　　　所
                                                                              　　　　　　交付申請者の名称及びその長の氏名　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号指令をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策補助金の概算払（第　回概算払）を受けたいので、北海道電源立地地域対策交付金等交付要綱第１０条の規定に基づき、次のとおり請求します。
記
１．金　　　　　　　　　　　　　円也
２．内　訳
　（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）                                                                        　（単位：円）
	費　　目
	交付決定
	前回までの
	今回対象の
	支　出　済
補助金額
         ④
	申　請　額
①+②+③-④

	
	補 助 対 象
費       用
	補助金の額
	 支出費用
	所要補助金
         ①
	 支出費用
	所要補助金
 (実績)  ②
	所要補助金
 (見込)  ③
	
	

	　　
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（備考）　振込先金融機関名：
            預貯金種別：
            預貯金口座番号：
            受取人名義：
 (注) (1) 概算払申請書は、事業ごとに作成すること。
      (2) 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
経済第43号様式の２（第１５条）
 　 年 度 電 源 立 地 地 域 対 策 補 助 金 事 業 実 績 報 告 書
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　北海道知事　　　　　　　　様
                            　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　住　　　所
                                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　市町村の名称及びその長の氏名　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号指令をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策補助金に係る補助金事業は　　　　年　　月　　日
をもって完了(終了､廃止)しましたので、北海道電源立地地域対策交付金等交付要綱第１５条第１項の規定により別紙のとおり報告します。
別　紙
Ⅰ　補助金事業の実施状況
  １．補助金事業名及びその内容
  ２．補助金事業の開始及び完了月日　　　　　　開始：　　　　年　　月　　日　　　　　完了：　　　　年　　月　　日
  ３．補助金事業収支状況（明細は別紙のとおり）
  　イ　支出実績額      　　　              円　　（予　定　額　　　　　　　　　　　　円）
    ロ　補助金充当額       　   　　　　      円　　（交付決定額　　　　　　　　　　　　円）
  ４．添付書類
      ①　補助金交付要綱、基金条例等の事業の概要が確認できる資料（申請書に添付している場合は除く。）
      ②　交付金事業の内容等を確認するために必要な資料
 （備考）　振込先金融機関名：
           預貯金種別：
           預貯金口座番号：
           受取人名義：
  (注) (1) 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。
       (2) 仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記すること。
           「交付金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝交付金額」
Ⅱ　総　括　表
  １　給付金事業助成費
    (1) 原子力立地給付金助成費
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　　　　　　　　　目
	交　付　決　定　額
	実　　　　　　　績
	差　　　　　　　額

	 支
 出
	 イ　原子力立地給付金
 ロ　原子力立地給付金交付事業を行う者の
 　　一般事務費
	
	
	

	 収 
 入
	 イ　補　助　金
	
	
	


Ⅲ　経費別内訳書
  １　給付金事業助成費
    (1) 原子力立地給付金助成費
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象市町村名
	原子力発電施設等名
(出力万kw)
	項　　　　　　目
	決　 算 　額
	備　　　　　考

	
	　　　　　　　　　
	　　　　　
電灯需要家
	　数
　金　　　　　額
　合　計　金　額
	　　　　　　
	

	
	
	電力需要家
	　契約電力をキロ
　ワットを単位と
　して表した数
　金　　　　　額
　合　計　金　額
	
	

	
	
	原子力立地給付金交付金額
	
	

	
	事　　務　　費　　等
	
	

	原子力立地給付金交付金額合計
	
	


  (注) (1) 文部科学省の交付金及び経済産業省の交付金の両方を充当する場合は、それぞれの交付金についてその内訳を明記すること。
       (2) 対象市町村が２つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
       (3) 該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
    (2)　一般事務費
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	種　　　　別

	仕
様
	数
量
	単
価
	契 約 者
	契
約
年
月
日
	実　　　　　　　績
	完
了
年
月
日
	支（
払予
年定
月日
日）
	交　付　金
充　当　額
	備
考

	
	
	
	
	
	
	支払済額
	支払義務額
	計
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　
	
	
	　　　　　
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  (注) (1) 文部科学省の交付金及び経済産業省の交付金の両方を充当する場合は、それぞれの交付金についてその内訳を明記すること。
       (2) 該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

経済第２０号様式
補　　助　　金　　等　　精　　算　　書
                                                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	区分
	計　　　　　　　　　画
	実　　　　　　　　　施
	補
助
率
 I
	 補助金等の
 交付の決定
	補助金
等精算
額
     L
	補助金
等領収
済額
     M
	補助金等精算額に対する領収未済額
(L-M)
     N
	 補助事業等に係る
 経費の債務確定額
	不
用
額
(K- L)
  R
	備
考

	
	補助事業等に要する経費
     A
	補　助
対　象
経　費
     B
	補助基準により算出した額
   C
	補　助
基本額
     D
	補助事業等に要した経費
     E
	補　助
対　象
経　費
     F
	補助基準により算出した額
   G
	補　助
基本額
     H
	
	年月
日
番号
   J
	金　額
     K
	
	
	
	支 払
済 額
    O
	支払未済額
   P
	計
    Q
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注) (1) 「区分」欄には、事務又は事業の名称（必要があるとき、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきこととされている事項）を記載すること。
     (2) 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。
     (3) 「補助金等の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には、当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額（変更（達による変更を含
　　　 む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。
     (4) 「補助金等精算額」欄には、実施に係る補助基本額（Ｈ）に補助率（Ｉ）を乗じて得た額を記載すること。ただし、補助金等の算出が他の方法によってい
　　　 る場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ「備考」欄にその算出方法を明記すること。
     (5) 定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。
     (6) 「補助事業等に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては補助事業者等が間接補助事業者等に交付する補助金等
　　　 の支払済額を記載すること。
経済第22号様式
事　　　業　　　精　　　算　　　書
交付金事業名：                                              
　収 入 の 部                                                                                                                               
	科　　　　　　　　目
	予　　　算　　　額
	精　算　額
	内　　　　　訳
	備　　　　考

	款
	項
	目
	節
	当　　　初
	更正後の額
	
	収入済額
	収入未済額
	

	
	
	
	
	           円
	           円
	           円
	           円
	           円
	


　支 出 の 部                                                                                                                               
	科　　　　　　　　目
	予　　　算　　　額
	精　算　額
	内　　　　　訳
	不 用 額
	備　考

	款
	項
	目
	節
	当　　　初
	更正後の額
	
	支出済額
	支出未済額
	
	

	
	
	
	
	           円
	           円
	           円
	           円
	           円
	         円
	


　　上記のとおり精算したことを証明します。
        　　　　年　　月　　日
                                                                                    　　　　○○市（町村）長　　（氏　　　　　名）印
(注) (1) この様式には、当該交付金事業等に要した経費のみを記載すること。
     (2) 「科目」欄の区分は標準を示したものであり、交付金等の交付を受けた者における通常の予算及び決算の区分がこれと異なるときは、それぞれ事業者等の
　　　　 区分に従い記載して差し支えないこと。
     (3) 「予算額」欄中「更正後の額」欄には、事業者等の議決機関等における最終の更正後の額（予算の流用による更正後の額を含む。）を記載すること。
     (4) 「収入未済額」及び「支出未済額」欄には、債権又は債務が確定している額を記載し、かつ、債務者又は債権者の住所氏名を「備考」欄に記載すること。
     (5) 事業者等が市町村である場合は、「収入の部」には当該交付金事業等に係る特定財源のみを記載すること。
     (6) 「不用額」欄には、「更正後の額」（更正していない場合は、「当初」）欄に記載した額から「精算額」欄に記載した額を控除した額を記載すること。
     (7) 市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長（氏名）印」を訂正して使用すること。

経済第23号様式　　　　　　　
資　　金　　収　　支　　計　　画　　書
(単位　千円)
	 区
 分
	　　　      　月
科目
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	１０
	１１
	１２
	１
	２
	３
	４
	計
	備　　考

	 収
 入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 支　　　　　  出
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	収　支
   差　額
	当月分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	累　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　１　この計画書は、補助事業等に係る月別収支計画について作成すること。ただし、申請者が地方公共団体である場合、当該補助事業等が実績で申請すべきこととされているものである場合及び当該補助事業等の内容が建設工事である場合については、この計画書の作成を要しないものとする。
　　２　当該補助事業等の実施のために借り入れた金額がある場合は、「科目」欄に「借入金」と記載し、かつ、借り入れた月に当該借入金の額を表示すること。
